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A．研究目的 

 地方衛生研究所（地衛研）は、衛生行政の

科学的、技術的中核機関として、自治体の疾

病予防、健康の保持増進、公衆衛生向上を目

的として、調査研究、試験検査、研修指導及

び公衆衛生情報等の収集・解析・提供等を行

う機関である。 

 特に、感染症（感染性食中毒を含む）やバ

イオテロ疑い等の病原体検査は健康危機時

における重要な担当業務である。さらに、地

衛研における病原体検査では、正確かつ高

精度の検査が求められており、新興感染症

などの検査にも迅速に対応することが求め

られている。しかしながら、地方自治体にお

いては財政面の不足に加えて、複雑多様化

する検査に対応可能な専門職人材が不足し

ているのが現状である。そこで、本研究では、

基礎的な知識と技術の習得による人材育成

をすることで地衛研の職員全体の底上げを

目的として、地衛研の職員を対象に基礎的

な研修を行った。 

B．研究方法 

 令和 6 年 6 月 5 日に、地方衛生研究所等

を対象とした微生物分野の基礎的な研修と

してWebを活用した研修を行った。研修で

は、①感染症法に関する解説、②地方衛生研

究所における検査と研究について、③地方

衛生研究所におけるバイオセーフティーお

よび④リアルタイム PCRに関する講義を実

施した。さらに、令和 6 年 11 月 14 日に、

集合型研修として、地方衛生研究所等職員

セミナー（初任者向け）をWeb併用による

ハイブリッド方式で研修を行った。研修で

は、①ノロウイルスに関する講義、②遺伝子

検査をはじめる前に知っておきたいこと、

③実習説明、④ノロウイルスリアルタイム

PCR について行った。それぞれの研修会終

了後にはアンケート調査を実施し、研修に

対する評価や意見を収集した。 

 

C．研究結果 

研究要旨 

 地方衛生研究所（地衛研）は、衛生行政における技術的・科学的な中核機関に位置づけ

られる。地衛研は、感染症対策における検査や研究で中核をなす機関であり、高度な検査

や新たな検査に対応できる人材を育成することは、課題の一つである。本研究では、地衛

研における検査や研究の基礎を学ぶことで地衛研職員全体の底上げを目的として人材育

成研修を行った。結果として、Web研修には 47施設、280 名が参加し、集合型研修には、

現地参加が 50 名、WEB 参加は 71施設（地全協会員 57）、229 名が参加した。いずれの

研修に対しても満足度が高く、基礎を学ぶ機会の重要性が明らかとなった。また、継続を

望む声も多く、継続して基礎力の向上を図っていくことが重要であると考えられる。 



15 

 

 地方衛生研究所等を対象とした微生物分

野の基礎的な研修には、47施設、280 名が

参加した（アンケート回答者のみ集計）。研

修内容に対しては、それぞれの講義におい

て、満足度については 80%以上が良いと回

答していることから研修に対する満足度は

高かった（図１）。また、今後、研修で取り

上げてほしいテーマについての回答では、

遺伝子の取り扱い方および検査方法や細

菌・ウイルスの遺伝学的な解析方法に関す

る要望が多かった。 

 集合型の研修である地方衛生研究所等職

員セミナー（初任者向け）には、現地参加が

50名、WEB参加は71施設（地全協会員 57）、

229 名が参加した（アンケート結果から集

計）。現地参加者は、衛研配属年数が 1年目

である参加者が 31 名（62%）である一方、

自治体職員としては 5 年以上の経験がある

参加者が 26名（52%）であった（図 2）。研

修終了後のアンケートから、満足度につい

ては 80%以上が良いと回答していることか

ら研修に対する満足度は高かった（図 2）。

さらに、研修の継続に関しては、現地参加者

が 9.40、Web参加者が 9.49であった（10点

満点で集計）。 

 

D．考察 

 Web 研修および対面での研修を実施した

ところ、満足度も高く研修の継続を望む声

が多かった。地衛研では、人事異動が頻繁に

行われる自治体もあり、業務に関する事務

的な引継ぎのみで、検査業務等に従事して

いる現状がある。研修では、日ごろから行っ

ている検査でも、理解が不足している点が

あることやルーチン業務から研究へつなげ

るヒントを得るなど、実践的な内容につい

ての評価が高かった。また、対面での研修で

は、基礎的な部分を中心に細かく学べた点

に加えて、他の自治体との交流も非常に有

益であったと考えられる。いずれの研修で

も継続を望む声が多く、さまざまな研修に

対する要望があると考えられる。 

 

E．結論 

 自治体においては、人事異動もあり, 人

材を確保・維持は難しい現状があるので、研

修に対する期待・継続への要望は強い。病原

体の検査においては、高度な手法が入って

きており、人材の育成は必要不可欠である。

本研修活動をとおして、基礎を学び、応用力

を高めて、正確な検査・研究につなげていく

ことで感染症発生事案における。 
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